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In recent years, changes in women's lifestyles, and a decline in recreation goods price 
due to technological progress have been observed in Japan. In this paper, we use 
Japanese household micro data and examine the effect of recreation goods price on child 
birth in Japan. We find that the decrease in the price of recreation goods contributes to 
the decline in child birth. Traditionally, research studies focused mainly on 
relationships between child birth and women’s wage, women’s labor supply and 
educational spending, but we show here that leisure is also an important factor 












































注 1)第 2 子と第 3 子に関しても第 1 子と同様の傾向が観察された。  

















2. 先行研究と教養娯楽価格が出産に影響を与えるメカニズム  
2.1. 先行研究 
これまでの研究では、出産に影響を与える要因として、育児の機会費用(Butz and 
Ward(1979)、 Di Tommaso(1999)、Kalwij(2000)、 Bratti(2003))1 や育児支援(Del 
                                                   
1 Butz and Ward(1979)は女性の賃金が出生率に与える影響に注目し、女性の賃金の上昇が、出生
率を低下させることを示唆している。また、Di Tommaso(1999)では、1987 年、1989 年と 1991 年
の Bank of Italy Surveys on Household Income and Consumption を用いて、女性の賃金の上昇は














































                                                                                                                                                     
Netherland の 1986 年-1994 年のデータを用いて、就業している人の方が無職の人より第 1 子出産
を遅らせることを示した。Bratti(2003)では 1993年の Survey of Household Income and Wealth の
データを用いて分析した結果、教育水準が高い人ほど出産を遅らせるという結果を得ている。  










































2.2. 教養娯楽価格が出産に影響を与えるメカニズム  
本稿で注目する教養娯楽価格と出産の関係について、理論モデルを用いて考察を行
う。ここでは、以下のような簡単な家計の効用最大化問題を考える。  
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ここで、 は一般消費財の数量、 は子どもの数、 は余暇時間(総利用可能時間を 1 に





支出に関して制約を受けており、収入は賃金率 と労働時間   により決まる4。なお、
4 つの財は全て上級財と仮定する。  
 このモデルに基づいて、娯楽財価格  が低下した場合に何が起こりうるかを考える。










とめたものが、表 1 の下部である。 
 





















  低下 一般消費財 子ども数 余暇時間 娯楽財 
代替効果 － － ＋ － 
所得効果 ＋ ＋ ＋ ＋ 
 と の関係         
補完関係 － － 
 
＋ 













ル調査」の 1993 年から 2004 年までの 12 年間の個票データと総務省統計局が発行す
る「消費者物価指数年報」と「全国物価統計調査報告」である6。「消費生活に関する
パネル調査」は、1993 年に 23 歳から 34 歳の全国規模から抽出した 1500 人の女性を
対象に開始され、1997 年には 24 歳から 27 歳の女性 500 人、2003 年からは 24 歳か





















                                                   
5 教養娯楽価格低下の原因についての考察は、4.1 節で行う。 
6 本稿では、コーホート A(1993 年から調査に参加している 1500 人)とコーホート B(1997 年から調
査に参加している 500 人)の両方を用いる。 
7 各個人が居住している都市規模（大都市、その他の市、町村）に消費者物価指数や地域差指数の
都市規模（大都市、中都市、町村）をあてはめた。消費者物価指数は平成 17 年を基準(平成 17 年=100)
としたものを用いた。また、全国物価地域差指数は 5 年おきに公表されており、平成 17 年の全国














表 2 教養娯楽の品目 
分類 品目例 
教養娯楽耐久財 テレビ、パソコン、カメラ、学習机  
教養娯楽用品 テレビゲーム、DVD ソフト、スポーツ用品  
書籍・他の印刷物 趣味教養誌、生活情報誌、週刊誌  














ローンダミー(住宅ローン有りを 1、無しを 0)、 持家に居住しているかダミー(持ち家、
それ以外を 0)、一戸建てダミー(一戸建てを 1、それ以外を 0)を用いる。また、就業関
数には、妻の母親の就業年数(働いたことがない、5 年未満、5 年以上 10 年未満、10 



































大都市 中都市 町村 
平均 標準偏差 最小値 最大値
教養娯楽消費量(対数値) 0.0909 0.130 0 2.155
1週間の余暇時間(対数値) 2.937 1.0916 0 4.727
平日1日の余暇時間(対数値) 1.0227 0.642 0 2.833
休日1日の余暇時間(対数値) 1.463 0.703 0 2.890
出産ダミー 0.0833 0.276 0 1
就業ダミー 0.526 0.499 0 1
教養娯楽相対価格指数 1.0741 0.0383 0.984 1.134
子ども1人ダミー×教養娯楽相対価格指数 0.243 0.450 0 1.134
子ども2人ダミー×教養娯楽相対価格指数 0.480 0.533 0 1.134
子ども3人以上ダミー×教養娯楽相対価格指数 0.221 0.434 0 1.134
妻の年齢 33.445 4.457 24 44
妻の年齢の2乗項 11.384 3.0243 5.760 19.360
子ども1人ダミー 0.234 0.423 0 1
子ども2人ダミー 0.445 0.497 0 1
子ども3人以上ダミー 0.199 0.399 0 1
夫の年収(対数値) 6.185 0.613 0 9.0120
中・高卒ダミー 0.515 0.500 0 1
短大・高専ダミー 0.379 0.485 0 1
大卒以上ダミー 0.106 0.308 0 1
同居・近居ダミー 0.535 0.499 0 1
持家ダミー 0.649 0.477 0 1
１戸建てダミー 0.615 0.487 0 1
住宅ローンダミー 0.379 0.485 0 1













注 3)夫の年収(対数値)は ln(夫の年収+1)に調整をしたものを使用する。  
 
年以上 15 年以上)も説明変数として用いる。回答の期間の中間値を変数として使用し
た。つまり、働いたことがない場合は 0 とし、5 年未満は 2.5 年とし、15 年以上の場
合は 20 年とした。 
 記述統計は表 3、各変数の定義については表 4 のとおりである。1 年間に出産した妻
は 8%、就業している妻は 53%で、約半数の妻が就業している。妻の平均年齢は 33 歳
で子どもが 2 人いる妻の割合が最も多い。親と同居もしくは近くに住んでいる妻は約
54%で持家に居住している妻や 1 戸建てに居住している妻は 60%以上である。 
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  は余暇時間もしくは教養娯楽消費量の観測値、 
 はそれらについての潜在変数、 は


















反映され、この 2つの関数が同時に推定される。  は、この 1年間での出産の有無、  は、
現在の就業の有無である。   
 と   
 は個人 についてのそれぞれ潜在変数で、  と  は
説明変数ベクトル、  と  は各説明変数の係数ベクトル、  と  は誤差項を示す。推
定式は以下のようになる。  
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    ：妻が出産する       ：妻が就業する 
    ：妻が出産しない      ：妻が就業しない 
本稿では、出産の意思決定は過去 1 年前と 2 年前に行っている 2 つのケースを考え
る。先行研究の多くは、1 年前に出産の意思決定を行っていると考えているが、妊娠
してから出産するまでには通常約 1 年弱の期間が必要であるので、子どもを持つ決定
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被説明変数  はこの 1 年での出産の有無である。誤差項   は、   と個人固有の時間一
定の効果  の 2 つに分解することができる。   は確率変数で互いに独立で平均 0、分
散は 1 である。  は確率変数で互いに独立で平均 0、分散  
 である。   の分散は    
 と
なり、       の相関係数は で示される。  の分散  
 が 0 の場合、   となり、変量効
果プロビットモデルとプーリングプロビットモデルは等しくなり、プーリングプロビ
ットモデルで十分であると言える。しかし、  




と 2 年前の両方の可能性を考え、説明変数は 1 期前と 2 期前の両方をとる。 
 
4. 推定結果 
4.1. 教養娯楽相対価格と技術革新、余暇時間の関係の確認  








                                                   









表 5 教養娯楽消費量と余暇時間への影響の推定結果 
 




4.2. 二変量プロビットモデル  
表 6 は二変量プロビットモデルの推定結果を示している。モデルの正当性について
は、   が棄却され、出産と就業の誤差項が相関していることが示された。また、 の
係数が負であることから出産と就業がトレードオフの関係であることが示された。ま
ず、出産に与える要因についてみていきたい。本稿が最も注目する変数である教養娯
楽相対価格指数は 1 期前、2 期前ともに、有意水準 5％で統計的に有意であり、教養娯
楽相対価格指数が低くなると出産が抑制される。教養娯楽価格が低下することで、そ
れに対する子どもを育てるための相対価格が上昇し、出産を抑制したと考えられる。
子ども 1 人ダミーと教養娯楽相対価格指数の交差項は１期前が有意水準 5%、2 期前が
有意水準 10%で統計的に有意で出産に負に有意であった。2 人ダミーと教養娯楽相対
1週間 平日 休日
教養娯楽相対価格指数 -0.389*** -0.0300 -0.759** 0.416
(0.114) (0.446) (0.302) (0.299)
妻の年齢 0.0436*** 0.106*** 0.0727*** 0.0535**
(0.00905) (0.0355) (0.0234) (0.0232)
妻の年齢の2乗項 -0.0564*** -0.0952* -0.0803** -0.0392
(0.0129) (0.0518) (0.0343) (0.0340)
子ども1人ダミー 0.00137 -0.833*** -0.351*** -0.631***
(0.0106) (0.0321) (0.0261) (0.0218)
子ども2人ダミー 0.0508*** -0.934*** -0.417*** -0.703***
(0.0103) (0.0302) (0.0247) (0.0205)
子ども3人以上ダミー 0.0577*** -1.155*** -0.487*** -0.873***
(0.0111) (0.0382) (0.0286) (0.0258)
夫の年収（対数値） 0.0493*** 0.129*** 0.113*** 0.0655***
(0.00609) (0.0232) (0.0140) (0.0146)
短大・高専 0.0461*** -0.0767*** -0.0301* -0.0518***
(0.00552) (0.0249) (0.0163) (0.0163)
大卒以上 0.0762*** -0.0310 -0.0841*** -0.0176
(0.00826) (0.0337) (0.0247) (0.0224)
定数項 14.257*** 49.131*** -0.0249*** -0.00979**
(4.655) (12.683) (0.00402) (0.00407)
Pseudo-R2 0.303 0.0259 0.0187 0.0420


















齢は、1 期前と 2 期前ともに有意に正な結果を、妻の年齢の 2 乗項は、1 期前、2 期前
ともに負に有意な結果を得ている。子どもの数ダミーは、子ども 1 人ダミーのみ 1 期











ミーと教養娯楽相対価格指数の交差項は 2 期前のみ有意水準 5%で正に有意な結果を












表 6 二変量プロビットモデルの推定結果  
 
注 1)有意水準：*10％ **5% ***1% 
注 2)括弧内は標準誤差。 
注 3)教養娯楽価格と教養娯楽価格と子ども数ダミーの交差項を含めたモデルと除いたモデルの尤度
比検定を行った結果、1 期前は有意水準 5%、2 期前は有意水準 1%で各変数を含んだモデルが支
持された。また、各変数を含めたモデルの方が Pseudo-R2 が高い(含めないモデルの Pseudo-R2
はそれぞれ 0.109(1 期前)、0.0973(2 期前))。 
注 4)全体的な時系列の傾向については、トレンド変数でコントロールしている。  
 
 
出産 就業 出産 就業
教養娯楽相対価格指数 3.378** -1.232 4.190** -3.425***
(1.353) (1.109) (1.683) (1.256)
子ども1人ダミー -3.853** 1.114 -3.588* 3.436**
×教養娯楽相対価格指数 (1.500) (1.259) (1.901) (1.459)
子ども2人ダミー -2.923* 2.857** -2.430 5.219***
×教養娯楽相対価格指数 (1.596) (1.158) (2.0312) (1.347)
子ども3人以上ダミー -3.951 2.989** -4.785 5.319***
×教養娯楽相対価格指数 (2.556) (1.322) (3.158) (1.561)
短大・高専ダミー 0.0799* -0.0911*** 0.106** -0.0946***
(0.0457) (0.0291) (0.0521) (0.0313)
大卒以上ダミー 0.157** -0.0327 0.233*** -0.0511
(0.0672) (0.0464) (0.0760) (0.0502)
夫の年収（対数値） 0.00700 -0.283*** -0.0470 -0.287***
(0.0371) (0.0258) (0.0400) (0.0293)
妻の年齢 0.355*** 0.0560 0.199* 0.0905*
(0.0914) (0.0438) (0.109) (0.0510)
妻の年齢の2乗項 -0.698*** 0.0255 -0.479*** -0.0234
(0.143) (0.0641) (0.173) (0.0757)
子ども1人ダミー 4.081** -1.891 3.963* -4.221***
(1.616) (1.350) (2.0567) (1.571)
子ども2人ダミー 2.389 -3.642*** 2.146 -5.975***
(1.722) (1.241) (2.201) (1.451)
子ども3人以上ダミー 3.186 -3.856*** 4.468 -6.143***
(2.762) (1.418) (3.425) (1.682)
同居・近居ダミー -0.0391 0.283*** -0.0892 0.252***
(0.0501) (0.0318) (0.0573) (0.0344)
持家ダミー -0.0101 0.0646 -0.0200 0.0783
(0.0697) (0.0454) (0.0802) (0.0490)
１戸建てダミー 0.105* 0.135*** 0.0625 0.160***
(0.0601) (0.0396) (0.0684) (0.0427)
住宅ローンダミー -0.0252 0.131*** 0.00777 0.108***
(0.0563) (0.0337) (0.0648) (0.0365)
妻の母親の就業年数 0.0133*** 0.0139***
(0.00173) (0.00187)
定数項 -1.609 25.804 -21.327 22.761


























ミーは 1 期前、2 期前ともに負に有意である。子どもがいる家庭では、子どもの世話
に多く時間をとられるために就業が抑制されたと考えることができる。妻の年齢や 1













4.3. 変量効果プロビットモデル  
 変量効果モデルの推定結果は、表 7、教養娯楽価格指数と教養娯楽価格指数と子供
ダミーの交差項の限界効果は表 8 のとおりである。尤度比検定より、1 期前は変量効
果プロビットモデル、2 期前はプーリングプロビットモデルが採択されたので、それ
ぞれ採択されたモデルの結果を用いて話を進める。本稿が最も注目する変数である教








表 7 変量効果プロビットモデルの推定結果  
 





子ども 1 人ダミーと教養娯楽相対価格指数の交差項は、1 期前は有意水準 5%、2 期
前は有意水準 10%で負に有意である。子ども 1 人ダミーと教養娯楽相対価格指数の交
差項の限界効果は、1期前(-0.279)と 2期前(-0.235)ともにマイナスの値をとっており、
1 期前のみ有意水準 5%で統計的に有意である11。子ども 2 人ダミーと教養娯楽相対価  
                                                   
11 本稿で注目する教養娯楽相対価格は、各こども数ダミーとの交差項の形でもモデル中に含まれて
おり、教養娯楽相対価格の限界効果の計算はその交差項の影響も考慮して行う必要がある。具体的
変量効果 プーリング 変量効果 プーリング
教養娯楽相対価格指数 3.313** 3.627*** 4.569*** 4.569***
(1.507) (1.343) (1.681) (1.681)
子ども1人ダミー -3.691** -3.612** -3.330* -3.330*
×教養娯楽相対価格指数 (1.630) (1.496) (1.902) (1.902)
子ども2人ダミー -2.261 -2.870* -2.330 -2.330
×教養娯楽相対価格指数 (1.739) (1.586) (2.0299) (2.0299)
子ども3人以上ダミー -2.972 -4.346* -4.949 -4.949
×教養娯楽相対価格指数 (2.751) (2.506) (3.0945) (3.0945)
短大・高専 0.0632 0.0759* 0.105** 0.105**
(0.0536) (0.0459) (0.0521) (0.0521)
大卒以上 0.110 0.132* 0.219*** 0.219***
(0.0802) (0.0682) (0.0770) (0.0770)
夫の年収（対数値） 0.0107 0.00607 -0.0528 -0.0528
(0.0424) (0.0382) (0.0410) (0.0410)
妻の年齢 0.400*** 0.356*** 0.195* 0.195*
(0.100) (0.0920) (0.109) (0.109)
妻の年齢の2乗項 -0.769*** -0.698*** -0.471*** -0.471***
(0.156) (0.144) (0.173) (0.173)
子ども1人ダミー 3.817** 3.799** 3.665* 3.665*
(1.756) (1.611) (2.0576) (2.0576)
子ども2人ダミー 1.507 2.328 2.0270 2.0270
(1.882) (1.711) (2.200) (2.200)
子ども3人以上ダミー 1.806 3.589 4.626 4.626
(2.985) (2.706) (3.355) (3.355)
同居・近居ダミー 0.00552 -0.0121 -0.0686 -0.0686
(0.0565) (0.0502) (0.0576) (0.0576)
持家ダミー -0.0442 -0.0306 -0.0354 -0.0354
-0.0788 (0.0702) (0.0807) (0.0807)
1戸建てダミー 0.109 0.0882 0.0543 0.0543
(0.0684) (0.0602) (0.0685) (0.0685)
住宅ローンダミー 0.00539 -0.00257 0.0246 0.0246
(0.0634) (0.0567) (0.0653) (0.0653)
定数項 -11.281 -7.802 -30.741 -30.741
(27.477) (24.534) (28.171) (28.171)
H0: δ＝0









表 8 限界効果 
 
注 1)有意水準：*10％ **5% ***1% 
注 2)括弧内は標準誤差。 
注 3 限界効果は交差項の効果を含み、平均で評価した値。 
 
格指数の交差項と子ども 3 人以上ダミーと教養娯楽相対価格指数の交差項の係数の符

















                                                                                                                                                     
には、Ai and Norton (2003)と Norton et al. (2004)を参考に、以下のように計算を行う。  
   (   )
  
 (   ∑       ̅̅̅̅
 
   
)   (   ̅  ∑      ̅̅̅̅
 
   
 ∑       ̅    ̅̅̅̅
 
   
   ) 
 
ここで、  (   )は、被説明変数である出産ダミーが 1 となる確率を示しており、 ̅、  ̅̅̅̅はそれぞれ、
教養娯楽相対価格、子ども数ダミー( は子ども数)の平均値を意味する。  、   、    は教養娯楽相
対価格、子ども数ダミー、それらの交差項の係数であり、  は定数項である。 は標準正規分布の確
率密度関数を意味する。このように計算することで、出産に対する教養娯楽相対価格の平均的な影
響の大きさを評価することができる。計算式の導出方法と、この計算結果の統計的判断を行うため
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